
４、在宅医療・介護連携推進事業について
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＜地域包括ケアシステム＞
（人口１万人の場合）

通院 訪問介護・看護

退院したら

住まい

⾃宅・ケア付き⾼齢者住宅
⽼⼈クラブ・⾃治会・介護予防・⽣活⽀援 等

生活支援・介護予防

医療
介護

通所在宅医療・訪問看護
※地域包括ケアは、⼈⼝１万⼈程度の中学校区を単位として想定

※数字は、現状は2012年度、目標は2025年度のもの

改革のイメージ

病気になったら

・医療から介護への円滑な移⾏促進・相談業務やサービスのコーディネート
元気でうちに帰れたよ

亜急性期・回復期リハビリ病院救急・⼿術など⾼度医療
集中リハビリ→早期回復

早期退院
急性期病院

日常の医療
・地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割

分担が進み、連携が強化。
・発症から⼊院、回復期、退院までスムーズ
にいくことにより早期の社会復帰が可能に

包括的
マネジメント

・在宅医療連携拠点
・地域包括

支援センター
・ケアマネジャー

かかりつけ医
地域の連携病院

■ 高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療

強化

■ 在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・

介護サービスが受けられる社会へ

在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築
○医療（病院）と介護（ケアマネ）の連携により、円滑な在宅生活への移行を促進します。○医療（病院）と介護（ケアマネ）の連携により、円滑な在宅生活への移行を促進します。○医療（病院）と介護（ケアマネ）の連携により、円滑な在宅生活への移行を促進します。○医療（病院）と介護（ケアマネ）の連携により、円滑な在宅生活への移行を促進します。

○病院とケアマネジャーが圏域における退院調整ルールについて直接協議することで、自分たちでつくった○病院とケアマネジャーが圏域における退院調整ルールについて直接協議することで、自分たちでつくった○病院とケアマネジャーが圏域における退院調整ルールについて直接協議することで、自分たちでつくった○病院とケアマネジャーが圏域における退院調整ルールについて直接協議することで、自分たちでつくった

ルールとして運用される。また、事業の効果は半年おきの退院調整状況調査で点検。ルールとして運用される。また、事業の効果は半年おきの退院調整状況調査で点検。ルールとして運用される。また、事業の効果は半年おきの退院調整状況調査で点検。ルールとして運用される。また、事業の効果は半年おきの退院調整状況調査で点検。

退院調整ルールづくり推進事業退院調整ルールづくり推進事業退院調整ルールづくり推進事業退院調整ルールづくり推進事業
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平成３０年度平成３０年度平成３０年度平成３０年度 退院調整ルールの策定に向けた取り組み状況退院調整ルールの策定に向けた取り組み状況退院調整ルールの策定に向けた取り組み状況退院調整ルールの策定に向けた取り組み状況Ⅰ. 入退院調整ルール策定の普及拡大‣ Ｈ27 ７市町村Ｈ28 ３市町村Ｈ29  ９市町村で策定（西和７町＋大和郡山市＋生駒市）‣ Ｈ30 １２市町村（南和圏域）４市町 （中和圏域）※ H30※ H30※ H30※ H30はははは、、、、上上上上記記記記ののののルルルルーーーールルルル策策策策定定定定とととと併併併併せせせせてててて、、、、県県県県がががが調調調調整整整整役役役役ととととななななりりりり、、、、圏域を越えて入退院する場合の広域的なルールの円滑な運圏域を越えて入退院する場合の広域的なルールの円滑な運圏域を越えて入退院する場合の広域的なルールの円滑な運圏域を越えて入退院する場合の広域的なルールの円滑な運用に取り組む用に取り組む用に取り組む用に取り組む＜参考＞Ｈ27年度策定の東和医療圏における運用状況【退院調整率】（H27.6） （H28.6） （H29.1） （H30.6）50.6％ → 64.7％ → 76.9％ → 90.3％【入院時情報提供書の提出率】30.2％ → 61.8％ → 64.3％ → 81.7％Ⅱ. 入退院調整ルールの充実‣ 退院調整ルール運用後の効果や課題について協議し、ルールの見直しを実施及び退院調整状況調査による点検を実施。＜県の役割＞‣ 保健所が市町村の広域的な連携をコーディートし、市町村の取り組みを支援‣ 地域包括ケア推進支援チーム（地域包括ケア推進室、地域医療連携課、保健所）によるノウハウの提供等＜市町村の役割＞‣ ルール策定に係る地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所等との連絡・調整・取り纏め等

退院しても退院しても退院しても退院しても安心安心安心安心入退院調整ルール策定の取り組み状況【平成２９年度】
【平成２９年度】

【平成２８年度】
東和医療圏域における入退院調整ルールづくり（都道府県医療介護連携調整実証事業）桜井市、宇陀市、川西町三宅町、田原本町曽爾村、御杖村

【平成２７年度】【平成２９年度】

南和医療圏域における退院調整ルールづくり五條市、吉野町、大淀町下市町、黒滝村、天川村野迫川村、十津川村下北山村、上北山村川上村、東吉野村
【平成３０年度実施】

市単独での取り組み生駒市
市単独での取り組み大和郡山市

橿原地区退院調整ルールづくり推進事業橿原市、高取町、明日香村
西和地域７町在宅医療・包括ケア推進プロジェクト平群町、三郷町、斑鳩町安堵町、上牧町、王寺町河合町中和地区（３市１町）退院調整ルールづくり推進事業大和高田市、香芝市、葛城市、広陵町【平成３０年度実施】

【平成３０年度】市単独での取り組み奈良市・ルールは策定済み・現在ルールの浸透・普及の取り組み中

59


